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第１ 監査の概要

１ 監査のテーマ

指定管理者制度の運用状況について

２ 監査の趣旨及び目的

公の施設は，住民の福祉を増進する目的をもって住民の利用に供する施設で，図

書館，美術館，スポーツ施設，福祉施設，公営住宅など住民の身近にあり，住民が

誰でも利用することができる施設である。

， ，県では 民間活力を活用して公の施設のサービス向上や管理の効率化を図るため

地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という ）第244条の２第３項の規。

定により指定管理者制度を導入しており，平成25年４月１日現在で69施設が指定管

理者制度により運営されているが，本監査は，公の施設の設置目的が効果的に達成

されているかなど制度の運用状況を検証し，県民の福祉の増進に資することを目的

とする。

３ 監査の着眼点

① 指定管理者の選定手続は，適切に行われているか。

② 協定書は，適切に定められているか。

③ 指定管理者制度導入の効果が得られているか。

④ 管理運営の検証は，随時適切に行われているか。

⑤ 包括外部監査での指摘事項等が改善され，又は反映されているか。

４ 監査対象機関

指定管理者制度を導入している公の施設を所管している部局

５ 監査の実施期間

平成25年11月から平成26年３月まで

６ 監査の実施方法

(1) 書面調査

所管部局に対し，指定管理者制度の運用状況について書面調査を行った。

(2) 聞き取り調査

書面調査を踏まえ，当該施設の所管部局に対して聞き取り調査を行った。

また，必要に応じて指定管理者に対しても聞き取り調査を行った。

第２ 監査対象事務の概要

１ 公の施設の設置等の状況

公の施設は，法第244条の規定により「住民の福祉を増進する目的をもつてその

利用に供するための施設」と定められており，指定管理者制度により運営されてい

る公の施設は，平成25年４月１日現在で69施設となっている。

公の施設については，総務部行政改革推進室が平成17年５月に策定した「指定管

理者制度導入の手引き」の平成25年４月改訂版である「指定管理者制度運用の手引

き （以下「現行手引き」という ）において 「新設施設への制度導入や導入施設」 。 ，

における指定替えに当たっては，県が設置する「公の施設」としての意義，目的等

を 再 度 検 討 し た 上 で ， 県 施 設 と し て の

必要性を判断することとし，将来にわたり県が設置する意義が低い施設について
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， ， 。」は 施設の廃止や譲渡を行うなど 管理運営の在り方についても併せて検討する

こととされている。

２ 指定管理者制度導入の状況

平成15年の法改正により，改正前の法第244条の２第３項の規定に基づき管理委

託を行っていた公の施設については，この法律の施行後３年以内に当該公の施設の

管理に関する条例を改正し，原則として，公の施設は自らが直接管理を行うか指定

管理者による管理を行うかのいずれかによることとなった。

本県においては，平成17年度から新設の５施設について指定管理者制度を導入し

た。平成18年度からは，従来管理委託を行っていた97施設について一斉に指定管理

者制度に移行するとともに，平成19年度からは直営の６施設，平成20年度からは同

４施設について導入を進めてきた。

また，平成20年度には，財政構造改革プランによる公の施設の見直しを行い，施

設の在り方について再検討し，廃止，譲渡等を行った結果，平成25年４月１日現在

で69施設（別表参照）において指定管理者制度を導入しているところである。

第３ 監査の結果

平成25年11月から，公の施設に導入されている指定管理者制度を対象として，

また，必要に応じ所管部局に対し書面調査を行うとともに聞き取り調査を行い，

て公の施設を訪問し，指定管理者に対しても聞き取り調査を行った。

その監査の結果は，次のとおりである。

なお，平成19年度に実施された「指定管理者制度の事務の執行及び対象施設の管

理運営について」をテーマにした包括外部監査（以下「包括外部監査」という ）。

での指摘事項等についても，その改善の状況等を確認した。

１ 指定管理者の選定手続について

(1) 募集の状況

ア 公募・非公募について

公募については，公の施設の設置条例に規定されており，指定管理者の選定

に当たっては公募が原則とされているが，約79％の施設が公募する一方で，市

管理のスポーツ施設，市町管理の県営住宅など約21％の施設が非公募としてい

た。

なお，包括外部監査では 「非公募とするのであれば高度の合理性を要求す，

べきである 」と指摘されたが，非公募とするに当たっては外部有識者から意。

見を聴取していた。

表１ 公募・非公募の別

集計上の
区 分 施設数 割 合

施設数(注)

51 26 %１ 公 募 78.8

18 21.2 %２ 非公募 7

69 100.0 %合 計 33
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（注）集計上の施設数は，実態に即した割合を算出するため，県営住宅（33施

設）については，公益財団法人岡山県建設技術センター管理分（26施設）

を１施設，市町管理分（７施設）を１施設とし，また，市管理のスポーツ

施設（６施設）を１施設とした。

イ 募集要項における応募資格について

公募に当たっては, 指定管理者募集要項（以下「募集要項」という ）が県。

のホームページなどで公表されており，全ての施設の募集要項に応募資格が明

示されていた。

なお，包括外部監査では，包括外部監査が行われた当時の「指定管理者制度

導入の手引き （以下「手引き」という ）に応募資格について「全く設定が」 。

ない 」と指摘されたが，現行手引きでは，各施設ごとの応募資格を盛り込ん。

だ募集要項を作成し，公表することとされており，応募資格のほか募集要項に

盛り込むべき項目が例示されている。

(2) 公募の場合の募集の周知方法等（平成24年度以前の直近の指定替え）

ア 募集の周知方法について

公募する施設のうち，約27％の施設が県公報及び県のホームページへの掲載

を，約73％の施設がそれらに加え報道機関への情報提供を行っていた。

表２ 募集の周知方法

集計上の施設数
（注１） 施 設 数 割 合区 分

（注２）

１ 県公報 県ホームページ 19 73.1%， ， 19
報道機関への情報提供

２ 県公報，県ホームページ 32 26.9%7

合 計 51 100.0%26

（注１）非公募の18施設を除く。

（注２）表１の（注）に同じ。ただし，非公募の７施設を除く。

イ 公募期間について

57～62日間の公募期間となっており，その年に公募する指定管理者の募集開

始日と締切日を合わせて公募を行っていた。

なお，包括外部監査では 「応募期間が平均的にみても30日間と短く，民間，

標準業者が参入する障害となっている 」と指摘されたが，現行手引きでは，。

的な公募期間を60日間としている。

事業者を対象とした説明会の開催(3) 応募を検討する

公募する全ての公の施設において，募集期間中に応募を検討する事業者を対象

とした説明会が開催されていた。

募集要項や業務仕様書の説明に加え，施設見学を行ったり，複数回開催するな

どの対応がみられた。

応募状況(4)
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応募者は，公募する施設のうち，約65％の施設が１者，約８％の施設が２者，

約27％の施設が３者以上となっていた。

また，応募状況については，公募期間満了後，県のホームページで公表されて

いた。

表３ 応募状況

集計上の施設数
（注１） 施 設 数 割 合応募者数

(注２)

１者 42 65.4％17

２者 2 7.7％2

３者以上 7 26.9％7

合 計 51 100.0％26

（注１）非公募の18施設を除く。

（注２）表２の（注２）に同じ。

選定委員会の委員構成(5)

選定委員会は，大学教授，弁護士，公認会計士，税理士，建築士などそれぞれ

の施設に応じた有識者５～７人により構成されており，県職員の委員は１人まで

であった。

なお，包括外部監査では 「手引きには全く規定がない 「ほとんどの選定， 。」，

委員会においては，県職員が過半数を超えている 」と指摘されたが，現行手引。

きでは 「原則として，５名以上の外部の委員で構成する 「特に県職員を委， 。」，

員に加える必要がある場合には，１名に限り県職員を委員として参加させる 」。

としている。

(6) 事業者（応募者）によるプレゼンテーションの実施

， ，選定委員会の委員に 応募者の事業計画や収支予算等を詳細に説明することは

公平，公正な審査のために必要であり，公募する全ての施設の選定において，選

定委員会での審査に当たり プレゼンテーションが実施事業者（応募者）による

されていた。

選定基準及び配点(7)

全ての募集要項において，施設ごとの設置目的に対応した選定基準・配点が明

示されていた。

なお，包括外部監査では 「具体的に明記されていない ，また 「選定基準， 。」 ，

， 」については 当該施設の公益目的に照らした合理的なものを設定すべきである。

と指摘されたが，現行手引きでは，募集要項において選定基準・配点をあらかじ

め明らかにしておくとともに 「公の施設としての設置目的への理解」を審査の，

視点に加えた選定基準を例示している。

２ 指定管理者との協定について

(1) 包括協定と年度協定
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県は，指定管理者と協議の上，指定期間全体に関する包括協定と各年度ごとに

締結する年度協定を締結している。

各協定書の内容を確認したところ，おおむね適切に定められていた。

なお，現行手引きでは，包括協定と年度協定の主な項目例を示すとともに，参

考資料として包括協定書標準例を掲載している。

(2) 指定期間

， 。平成25年４月１日現在 全ての指定管理者の指定期間が５年以上となっていた

３年の指定期間を５年にすることにより，職員の雇用，職員の専門性の確保，

施設・設備の維持管理や備品のリースに係る経費の削減などに効果がみられた。

なお，包括外部監査では，手引きは「３年を標準」としており 「３年は短か，

すぎる」と指摘されたが，現行手引きでは 「５年を原則とする 」としている。， 。

(3) 施設の修繕等

包括協定の責任分担の項目において 「県と指定管理者が協議の上決定する 」， 。

など，県と指定管理者のどちらが修繕を行うのか明確でないものがみられた。ま

た，指定管理者が行う修繕１件当たりの上限額を設定していない施設が約39％あ

った。

なお，現行手引きでは 「負担区分については，リスク負担の明確化の観点か，

ら各施設の設備の内容や更新時期などを踏まえつつ，あらかじめ協定書において

明らかにしておくこと ，また 「負担区分の基準としては，金額を明示するほ」 ，

か，両者が行うべき修繕内容を具体的に列挙するなど，できる限り具体的で客観

的な内容とする 」こととしている。。

また，施設の長寿命化等については 「長寿命化計画」を策定したり，施設の，

安全管理のため職員による安全パトロールや緊急時対応訓練を行うなどの措置を

講じている施設があった。

表４ 施設修繕の負担区分等

県 そ指定管理者が行う修繕１件当たりの上限額
区 分 計が の

金 額 10万円 50万円 100万円 100万円 行 他
設定なし 以 下 以 下 以 下 超える う

施 設 数 24 2 2 34 3 3 1 69

集計上の
施設数(注) 13 2 9 3 3 1 332

割 合 39.4％ 48.5% 12.1% 100.0%

（注）表１の（注）に同じ。

３ 指定管理者制度導入の効果について

(1) 開館時間，利用時間

指定管理者制度の導入により，利用者の利便性を向上させるため施設の開館時

間を１時間延長した施設が１施設，毎週の休館日を廃止した施設が１施設あっ
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た。

(2) 公の施設の利用者数，貸室数等の推移

指定管理者制度導入前と平成24年度の利用施設の利用状況を確認するため，

者数，貸室数等を22施設（※）で比較したところ，20％以上の増が４施設，10

％以上20％未満の増が５施設，10％未満の増が３施設，また，20％以上の減が

２施設，10％以上20％未満の減が２施設，10％未満の減が６施設でみられた。

，※ 公の施設の維持管理を行うなど69施設からこの項目の比較に適さない，

（ 「 」施設管理の一部に指定管理者制度を導入している施設 以下 一部導入施設

という ，公の施設の新設と同時に指定管理者制度を導入した施設（以下。）

「新設時導入施設」という ，県営住宅など47施設を除いたもの。。）

表５ 指定管理者制度導入前と平成24年度の利用者数等の比較

利用者数，貸室数等

計区分 増 加 減 少

20%以上 10%以上 10%未満 10%未満 10%以上 20%以上
20%未満 20%未満

施設数 4 5 3 6 2 2 22

（注）公の施設は，文化施設，福祉施設など施設の形態が様々であるため，主

に施設の中心的部分の利用状況により，その増減を判定した。

(3) 利用料金

指定管理者制度導入後，利用料金については，26施設（※）のうち，７施設

が増，４施設が一部増及び一部減，８施設が変更を行わなかった。

また，利用料金の見直しは，施設の利用促進や近隣の同様の施設との均衡を図

ったものなどであった。

※ 一部導入施設，県営住宅など43施69施設からこの項目の比較に適さない

設を除いたもの。

表６ 利用料金の見直し

利用料金
計区分

増 一部増 減 変更 無料 その他
一部減 なし

施設数 7 4 0 8 6 1 26

(4) 自主事業の実施状況

一部導入施設，県営住宅を除く32施設のうち，約91％の施設で，県民を対象に

したボランティアや健康づくりなど各分野のセミナー，障害のある方を対象にし

たカルチャー教室，クラシック音楽の演奏会，ダンスの公演，サッカー，テニス

などのスポーツ教室，柔道，剣道の寒稽古，絵画や陶芸などの展示会，写真コン

テストなど多種多様な指定管理者による自主事業が行われていた。

４ 適正な管理運営の確保とその検証について
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(1) 指定管理者の管理体制

ア 非常勤職員等の割合

指定管理者の多くが，非常勤職員等を活用して施設管理業務を行っており，

， （ ） 。指定管理業務に従事する非常勤職員等の比率は 40％ ※ と高くなっていた

また，指定管理業務に従事する非常勤職員等の比率が20％以上の施設が約59

％を，40％以上の施設が約41％を占めていた。

※ 一部導入施設，市町管理の県営住宅及び市管理のスポーツ施設を除く

指定管理業務に従事する職員が５人以上の施設で算出した。

＜参考＞ 「毎月勤労統計調査年報（平成24年分 」によると，県内の５人）

以上の事業所のパート労働者の比率は，24.6％となっている。

表７ 全職員に対する非常勤職員等の割合

1％ 20％ 40％ 60％ 80％
区分 0％ 以上 以上 以上 以上 以上 計

20％ 40％ 60％ 80％ 100％
未満 未満 未満 未満 未満

施設数 32 4 5 6 4 1 52
（注１）

集 計 上 の 7 4 5 6 4 1 27
施設数(注２)

20%以上：16施設（59.3%）

40%以上：11施設（40.7%）

60%以上：５施設（18.5%）

80%以上：１施設
（3.7%）

（注１）一部導入施設（４施設 ，市町管理の県営住宅（７施設）及び市管理）

のスポーツ施設（６施設）計17施設を除く。

（注２ （注１）に加え，県営住宅については，公益財団法人岡山県建設技術）

センター管理分（26施設）を１施設とした。

イ 職員の従事期間

正規職員の平均従事年数３年以上の施設が24施設と全体の約89％，非常勤職

員等の平均従事年数３年以上の施設が12施設と全体の60％となっていた。

表８ 職員の平均従事期間について
（ ）単位：施設数

平均従事年数 ６月 6 1 2 3 4 5 10年月以上 年以上 年以上 年以上 年以上 年以上
未満 1 2 3 4 5 10 以上 計年未満 年未満 年未満 年未満 年未満 年未満

職員区分

施設数(注１) ０ １ ０ ２ 32 ２ 11 ４ 52

正 規 職 員 集 計 上 の ０ １ ０ ２ 7 ２ 11 ４ 27
施設数(注２)
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3（11.1%） 24（88.9%） 100%

施設数(注１) ０ １ ３ ４ ３ ３ ６ ０ 20

非常勤職員等 集 計 上 の ０ １ ３ ４ ３ ３ ６ ０ 20
施設数(注２)

8（40.0%） 12（60.0%） 100%

（注１）表７の（注１）に同じ

（注２）表７の（注２）に同じ

ウ 施設管理を行う職員の専門性を確保するための取組

職員の研修会への参加，資格取得の推進，職場研修の実施，ベテラン職員の

再雇用などにより専門性の確保に取り組んでいた。

エ 施設管理の業務量と職員数

業務量の変動に合わせたきめ細かい職員配置，変形労働時間制の導入，繁忙

期における実務経験がある非常勤職員等の雇用などに取り組んでいた。

(2) 指定管理者の収支の状況

① 収入の状況

指定管理者制度導入前の管理委託料及比較可能な９施設（※）について，

び利用料金収入と平成24年度の指定管理料及び利用料金収入を比較した。

ア 指定管理料

， ，９施設全てで指定管理料が減少しており そのうち20％以上の減が３施設

20％未満の減が６施設においてみられた。

イ 利用料金収入

20％以上の利用料金収入の増が２施設，20％未満の減が４施設においてみ

られた。

※ 指定管理者制度導入前に管理委託（利用料金制度が採用されていたも

のに限る ）が行われていた施設を対象とし，指定管理料が支払われて。

いない施設を除く。

表９ 指定管理者制度導入前の管理委託料及び利用料金収入と平成24年度の

指定管理料及び利用料金収入の比較

（ ）単位：施設数

指定管理者制度導入前と平成24年度の比較増 減

計増 減 利用料

収 入 無 料20％以上 20％未満 20％未満 20％以上

指定管理料 0 0 6 3 ― 9

利用料金収入 2 0 4 0 3 9

② 支出の状況

指定管理者制度導入前の人件費及び管比較可能な９施設（※）について，
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理運営費と平成24年度の人件費及び管理運営費を比較した。

ア 人件費

９施設全てで人件費が減少しており，その内20％を超える減が４施設，20

％以内の減が５施設においてみられた。

イ 管理運営費

， ，９施設全てで管理運営費が減少しており その内20％を超える減が５施設

20％以内の減が４施設においてみられた。

※「①収入の状況」の※に同じ。

表１０ 指定管理者制度導入前の人件費及び管理運営費と平成24年度の

人件費及び管理運営費の比較

（単位：施設数）

指定管理者制度導入前と平成24年度の比較増 減
計

増 減

支 出 20％以上 20％未満 20％未満 20％以上

人 件 費 0 0 5 4 9

管理運営費 0 0 4 5 9

(3) 指定管理者による利用者の意見の把握（利用者アンケート調査の実施）

施設の利用者の意向を把握し管理業務に反映させるため，毎年度，利用者アン

ケート調査が実施されていた。

施設，設備，備品等に関するもの，施設利用の手続に関するもの，駐車場に関

するものなど多岐にわたる意見等が寄せられていたが，対応可能なものについて

は利用者の意見をもとに改善が図られていた。

(4) 経営努力に対するインセンティブ

利用料金を指定管理者自らの収入として収受することができる利用料金制度

は，施設の運営において指定管理者の自主的な経営努力を発揮しやすくするもの

であり，利用料金を徴しない施設，県営住宅，一部導入施設等を除く施設で導入

されていた。

収支決算の結果，剰余金が発生した場合は，原則として指定管理者の収益とな

り経営努力を引き出すインセンティブとなるが，協定に基づき，剰余金の２分の

１を県に納付し，残りを指定管理者の収益としたものなどがみられた。

なお，剰余金が出た一部の施設において，次の指定替えの際に指定管理料が減

額されたものがみられた。

(5) 管理運営業務の実施状況の点検について

「指定管理業務の実施状況点検シート」が毎年度終了後に事業報告書とともに

県に提出され，その内容は事業報告概要とともに県のホームページで公表されて

いた。

なお，包括外部監査では 「行政評価のため，しかるべきモニタリングシステ，
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ムの構築をすべきである 」と指摘されたが，現行手引きでは，指定管理者が自。

らの管理運営の状況を自己点検し，当該点検シートで４段階の評価をして県に提

出し，県は，その自己点検結果を踏まえ，指定管理者の管理運営の状況を点検す

るという方法が示されている。

５ 指定管理者の指定替えの状況について

指定管理者制度導入後，平成25年度までに約82％の施設において指定管理者の交

替がなかった。

表１１ 指定管理者の指定替えの状況

集 計 上 の
区 分 割 合施設数

施設数(注２)

１ 指定管理者の交替あり 18.2%6 6

２ 指定管理者の交替なし 27 81.8%63
（指定管理者制度導入時
から同一の指定管理者）

（注１）

合 計 33 100.0%69

（注１ 「２ 」には非公募の７施設を含む。） 指定管理者の交替なし

（注２) 表１の（注）に同じ。

第４ 監査の意見

指定管理者制度は，民間事業者が有するノウハウを活用し，一層向上したサービ

スを多数の住民が均等に享受し，ひいては住民の福祉がさらに増進されることを目

的とするものである。

県では，平成17年度から指定管理者制度を導入し，これまで公の施設のサービス

向上や管理の効率化を図り，経費の削減などの成果も認められるところである。

， ， ，指定替えに当たっては 県の公の施設としての必要性を検証するとともに 今後

適正な指定管理者制度の運用により，一層の県民サービスの向上を図り，県民が健

康で文化的な生活を送るため，公の施設がさらに有効に機能するよう，次の事項に

ついて改善を検討されたい。

１ 指定管理料について

指定管理者制度導入前の管理委託料と平成24年度の指定管理料を，比較可能な

指定管理料が減額されており，それに伴施設において比較すると，全ての施設の

い，施設の管理運営費と人件費が減額されている状況が認められた。

指定管理料の算定に際しては，利用者へのサービスが適正に確保されるよう，施

設の設置目的を踏まえ，その利用状況や，施設，設備等の維持管理の状況などをよ

く精査した上で積算を行われたい。

２ 非常勤職員等について

指定管理業務に従事する非常勤職員等の比率（40％）は，県内の５人以上の事業

所のパート労働者の比率（約25％）を上回っており，非常勤職員等が利用者へ直接

サービスを提供する機会が多くなっている。
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指定管理者が利用者により良いサービスを提供するために，研修などによる非常

勤職員等の専門性の向上を図られたい。

３ 施設，設備等の修繕について

修繕費用の負担について，必要な修繕に迅速に対応するとともに，費用負担の透

明性を高めるため，包括協定に可能な限り金額を設定し，両者が行う修繕を具体的

に列挙するなど客観的な内容とされたい。

施設の利用促進について４

利用者数等が減少している施設については，県と指定管理者が，利用料金，開館

時間の延長等のサービス内容，広報の方法等の検証を行い，県民にとってより使い

やすい施設となるよう，施設の利用促進について指定管理者とともに対策を講じら

れたい。

５ 募集の周知について

指定管理者制度導入後，約82％の施設で指定管理者の交替がない状況が続いてお

， ， 。り また 公募する施設のうち約65％の施設において１者のみの応募となっていた

このような状況は，指定管理者としての業務を行うことができる組織体制を持つ

団体が少ないことも原因の一つと考えられるが，約27％の施設において指定管理者

の募集が県公報と県のホームページのみという状況が認められた。

応募者を増やし，より競争原理を働かせるために，引き続き県のホームページな

どを活用するとともに，各種広報媒体により，積極的な募集を行われたい。

（別表） （平成25年４月１日現在）

指 定 管 理 者 現 在 の
施設名 指定管理者

制度導入時期 指定期間

1 岡山県ボランティ 平成17年7月 岡山県ボランティア・ 平成23年4月から

ア・ＮＰＯ活動支 ＮＰＯ活動支援センタ 平成28年3月まで

援センター ー管理運営共同体

※新設時導入施設

2 岡山県吉備高原都 平成19年4月 株式会社吉備高原都市 平成25年4月から

市センター区広場 サービス 平成30年3月まで

3 岡山県岡山国際交 平成18年4月 一般財団法人岡山県国 平成24年4月から

流センター 際交流協会 平成29年3月まで

4 岡山県自然保護セ 平成19年4月 公益財団法人岡山県環 平成22年4月から

ンター 境保全事業団 平成27年3月まで

5 岡山県立美術館 平成19年4月 鹿島建物総合管理株式 平成25年4月から

※一部導入施設 会社 平成30年3月まで

6 岡山県天神山文化 平成20年4月 公益社団法人岡山県文 平成23年4月から

プラザ 化連盟 平成28年3月まで

7 犬養木堂記念館 平成18年4月 公益財団法人岡山県郷 平成24年4月から
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土文化財団 平成29年3月まで

8 岡崎嘉平太記念館 平成18年4月

9 おかやま旧日銀ホ 平成17年7月 特定非営利活動法人バ 平成25年4月から

ール ンクオブアーツ岡山 平成30年3月まで

※新設時導入施設

10 岡山武道館 平成18年4月 財団法人岡山県武道振 平成24年4月から

興会 平成29年3月まで

11 岡山県津山総合体 平成18年4月 津山市 平成24年4月から

育館 平成29年3月まで

12 岡山県津山東体育 平成18年4月

館

13 岡山県美作ラグビ 平成18年4月 美作市 平成24年4月から

ー・サッカー場 平成29年3月まで

14 岡山県備前テニス 平成18年4月 備前市 平成24年4月から

センター 平成29年3月まで

15 岡山県津山陸上競 平成18年4月 津山市 平成24年4月から

技場 平成29年3月まで

16 岡山県笠岡陸上競 平成17年4月 笠岡市 平成22年4月から

技場 平成27年3月まで

17 岡山県南部健康づ 平成18年4月 公益財団法人岡山県健 平成25年4月から

くりセンター 康づくり財団 平成30年3月まで

18 岡山県視覚障害者 平成18年4月 社会福祉法人岡山県視 平成21年4月から

センター 覚障害者協会 平成26年3月まで

19 岡山県聴覚障害者 平成17年9月 公益社団法人岡山県聴 平成21年4月から

センター 覚障害者福祉協会 平成26年3月まで

※新設時導入施設

20 岡山県健康の森学 平成18年4月 社会福祉法人健康の森 平成21年4月から

園就労継続支援事 学園 平成26年3月まで

業所及び障害者支

援施設

21 岡山県総合展示場 平成18年4月 コンベックス岡山コン 平成21年4月から

コンベックス岡山 ソーシアム 平成26年3月まで

22 岡山県テクノサポ 平成18年4月 公益財団法人岡山県産 平成24年4月から

ート岡山 業振興財団 平成29年3月まで

23 岡山セラミックス 平成18年4月 一般財団法人岡山セラ 平成21年4月から

センター ミックス技術振興財団 平成26年3月まで

平成２６年３月２５日　岡山県公報　号外



- 13 -

24 岡山県岡山リサー 平成18年4月 ＰＦＩ岡山インキュベ 平成18年4月から

チパークインキュ ート株式会社 平成30年3月まで

ベーションセンタ

ー

25 岡山県立青少年農 平成18年4月 公益財団法人岡山県農 平成24年4月から

林文化センター三 林漁業担い手育成財団 平成29年3月まで

徳園

26 岡山県立森林公園 平成18年4月 一般財団法人上齋原振 平成24年4月から

興公社 平成29年3月まで

27 岡山港福島・高島 平成20年4月 岡山港埠頭開発株式会 平成23年4月から

地区港湾施設 社 平成28年3月まで

28 岡山県牛窓ヨット 平成18年4月 一般財団法人岡山県牛 平成24年4月から

ハーバー 窓海洋スポーツ振興会 平成29年3月まで

29 総 合 グ ラ ウ ン ド 平成18年4月 一般社団法人岡山県総 平成24年4月から

（岡山武道館を除 合協力事業団 平成29年3月まで

く ）。

30 倉敷スポーツ公園 平成18年4月 公益財団法人倉敷スポ 平成24年4月から

ーツ公園 平成29年3月まで

31 県営住宅（33） 平成18年4月 公益財団法人岡山県建 平成24年4月から

設技術センター（26） 平成29年3月まで

～

56

57 笠岡市，井原市，高梁 平成24年4月から

市，和気町，矢掛町， 平成29年3月まで
～

63 勝央町 吉備中央町(7)，

64 岡山県生涯学習セ 平成19年4月 ＣＲＩＳコンソーシア 平成25年4月から

ンター ム 平成30年3月まで

※一部導入施設

65 岡山県立図書館 平成19年4月 鹿島建物・オークス・ 平成25年4月から

※一部導入施設 岡山造園グループ 平成30年3月まで

66 岡山県渋川青年の 平成20年4月 小学館集英社プロダク 平成23年4月から

家 ション・平松エンター 平成28年3月まで

プライズ・西日本ダイ

ケングループ

67 岡山県青少年教育 平成20年4月 公益財団法人特別史跡 平成23年4月から

センター閑谷学校 旧閑谷学校顕彰保存会 平成28年3月まで

68 特別史跡旧閑谷学 平成18年4月 平成24年4月から

校 平成29年3月まで

69 岡山県立博物館 平成19年4月 日本管財株式会社 平成25年4月から

平成２６年３月２５日　岡山県公報　号外
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※一部導入施設 平成30年3月まで

平成２６年３月２５日　岡山県公報　号外


